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実装をより重視したプログラムへ
―SciREX事業の一環として平成23年度に始まったRISTEX
「科学技術イノベーション政策のための科学　研究開発プロ
グラム」では、第1期、第2期を通じて36のプロジェクトが
採択されてきました。これまでの取り組みを振り返ってお聞
かせいただけますか。
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エビデンスに基づいた制度作りの実験場

RISTEX-SciREX 36プロジェクトを振り返って
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るが、大規模な投資を伴う政策をどのように作るのが合理的
だろうか、というのが出発点だったんですね。そのために、
シーズとしての科学技術をどう応用のフェーズに持っていく
か、そしてさらにどのようにしてそれを制度化し実装してい
くかというところに重点を置いて、公募や審査を行ってきま
した。しかし、今まではなかなか実装まで進まなかった。

―それはどういうことですか。

【森田】多くの場合、政策にするということは単に技術を応用
して商品化して売るというものではなくて、社会的な制度を
どう整備していくかということです。制度の整備があって初
めてそれが実装される、つまり使えるようになる。私自身は
社会科学を専門としていますから、制度作りや財政面の手当
があってはじめて実装可能になると考えますが、自然科学系
の専門家には必ずしもそういう認識がない場合がある。だか
ら、シーズを応用すればうまくいくはずだ、うまくいかない
のは制度が障害だという話になるのですが、何が障害で、ど
うやったらそれを克服できるかといった議論にはなかなかつ
ながらなかった。

【山縣】医学ではEBM（Evidence Based Medicine: 証拠に
基づく医療）という言葉があります。EBMで言うエビデンス
は、答えがある程度見えているものに対してその確率を上げ
ていく事象を証拠として採用していく考え方ですが、EBPM
の場合は答えがなかったり、不確実だったりするものに対す
るエビデンスです。これらは当然違うものなのですが、自然

科学系の専門家は真理は一つだと思っていてそちらからエビ
デンスを見出そうとするので、なかなか、政策のための科学
というほうからのエビデンスのとらえ方と違っているのだと
思います。

【森田】そうですね。政策決定の例として、新しい薬の開発
を考えてみましょう。たとえば、研究成果によって薬そのも
のは素晴らしいものであっても、あまりに高額になってしま
うことがあります。病気の人を治すために薬を創るといって
も、１人の患者さんを治すだけじゃない。国民の中に多くい
る患者さんを治すにはそれなりのコストがかかるでしょう。
その時に、誰が払うかまで考えた上で政策化しないと実際に
薬が出てきたときに大きな問題になってしまう。全体を考慮
に入れて社会的にできるだけ大きな効果が出るような、医療
で言えば、多くの患者さんに救済となるような道筋を探って
いくことを目指しています。開発側としては、治るのだから
とにかく誰か払ってくださいという話になる。医療保険の方
からするととてもそんなお金はありませんということで、な
かなかそこがつながらないわけです。今のところはどちらか
と言えば不透明に決まりがちなところを、もう少しきちんと
した客観的なプロセスと論理に基づいてやりましょう、とい
うのが目指す方向です。

政策決定とは価値判断である
【森田】一つ言えるのは、政策もそうですが、あるエビデンス
があったらある結果になるという因果法則で我々の社会が成
り立っているわけではなく、やはり価値判断が伴っているこ
とです。最終的な価値判断のようなものはきちんと人間が責
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任をもって、自覚的にやらなくてはなりません。その前の段
階で、思いつきや不確かなものをどう認識して排除していく
かというところで、政策のための科学が重要なわけです。

【山縣】価値が科学的エビデンスと一致しないときに、どう
合意形成をして選択できるかというところが重要になってく
ると思います。予防接種法が変わってはしかワクチンが義務
接種から勧奨接種になり、任意接種になったことで接種率が
下がって、はしかがいまだに流行したり、そのために海外に
修学旅行に行けなくなるといったことが起きたりしていま
す。はしかは予防接種をしたときよりも自然に感染したとき
のほうが合併症の起こる確率が桁違いに高いんです。でも人
間の心理としては、自然に病気になったなら仕方がないけれ
ども、昨日まで元気だった子が継続して元気でいるために
予防接種をして重篤な副反応が出ると受け入れられないです
よね。しかしそれを社会としてどう考えていくかというとき
に、政策としては、副反応の可能性は否めないから最終的に
は自分で決めてくださいとする方法と、いや、これは集団で
やらなければならないので義務接種にします、その代わり何
か起きたときにはきちんと国として責任を持つ仕組みを作っ
ていく方法があります。

―社会が許容できるレベルを見極めるということですね。

【森田】今までは他へ回すか先送りするかできていた課題が、
人口減少によってそれができなくなってくると、負担の在り
方をどう考えていくかという問題に直面します。たとえば、
川があってかつては向こう側に 10万人が住んでいて、立派
な橋が3つかかっていたとします。50年後に川向こうの住人
が3万人になったとき、劣化した3本の橋のうち、1本だけ
を架け替えてあとの 2本を落とさなければならない場合に、
その1本についてどうやって合意を得るかが問題になるので
す。有力者の一声で非合理なうちに決まってしまうのか、皆
で議論して、川のこちらの病院に行くまでの時間が最も短い
といった数字をもとにして決めるのか。少なくとも、ここは
利益がないだろうという場所を排除するだけでも、かなり選
択肢が絞られてくるはずです。そういう問題がこれから起こ
りますよということを正面からきちんと持ち出して、みんな
が備えていくのが必要かと思います。総務省の「自治体戦略
2040構想研究会」でも、相当厳しい認識が出てきています。

これから求められる人材とは
―プログラムの大きな柱の一つに人材育成がありますが、こ
れからの研究にはどのような人材が必要とお考えでしょうか。

【山縣】ヒトゲノムプロジェクトがほぼ出来上がって約30億
の塩基対が全部わかったときに、プロジェクトリーダーのフ
ランシス・コリンズ (現NIH長官 )が人材育成についてネイ
チャー誌で、これからは１人が複数の専門性を持つような人
材育成をしていこうと言っています専門によって異なる言葉
の意味や文化のようなものを１人の中で共有できてはじめて
そこで専門家同士が連携できる。本当にそうだと思います。

【森田】おっしゃるとおりです。大谷翔平君のような二刀流を
たくさん作っていかないと。

【山縣】そうですね。たとえば、追跡調査というものがありま
すが、経済では「パネル」と言い、医学では「コホート」と
言います。専門用語が違う場合だけでなく、同じ言葉を使っ
ていてもニュアンスが違うこともあります。これが連携して
いくときにとても大きな壁になるのです。専門分野をまたい
だ基盤を若いうちにしっかりと持たせる人材育成が本当に必
要だと思います。

【森田】最近出てきたのは、医学部で医師になった後に法科
大学院に進む、さらにはMBAを取るような人たちです。そ
ういう人たちは、医師としての観点からみるとこうだけど、
法学的に見た場合にはこうなる、という形でものの評価がで
きます。そういった人材を育てていくには、たとえば法学部

RISTEX-SciREX 36プロジェクトを振り返って

エビデンスに基づいた制度作りの実験場
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のカリキュラムの中で、データを使って解析する手法を取り
入れていくなどの方法があると思いますが、日本の場合には
大学の入試が文系、理系と分かれていて、それに備えて今は
中学生のときから分かれてしまいます。これを早く変えない
と、二刀流のような人材はなかなか出てこないのではないで
しょうか。

コミュニケーション力で課題に取り組む
―これから期待されるプログラムとしてのビジョンについて
は、どのようにお考えでしょうか。

【森田】科学技術基本法が改正されて、社会科学、人文科学
に対して注目が集まっています。それも単独で社会科学の研
究をもっと促そうというのではなしに、自然科学と一体化し
て、それに対して答えるような研究が期待されていると思い
ます。そのような研究が生きる課題は、人口が減ってきて縮
小モードになったときに、いかに上手にダウンサイジングし
ていくかということでしょう。さらに言えば、地球温暖化と
いうこれまでになかった問題があり、自然災害が多く発生
します。また、情報技術はどんどん発達してきます。要する
に、これまでの延長線上で政策とか課題解決を考えている時
代じゃなくなってくるわけですよね。その場合に、これから
の変化というものを客観的に読み取って、そこからどう正解
を出していくか。そういった研究が期待されると思います。

【山縣】今抱えている問題をやっていくことも非常に重要な
んですけども、これからを予測する必要があります。しかし、

そういった予測は一人や、一つの分野では無理で、関係者を
集めて実際に共同研究してほしい。一つのテーマに対して議
論を重ねて、いろんな側面を明らかにして、こういう未来の
ために、制約条件があっても今ここまでの階段を上ったとい
うことが見えるような成果を期待したいですね。

【森田】そのためには、分野の違う研究者としっかりとコミュ
ニケーションできる力、そして連携が重要だと思います。

―今日はありがとうございました。
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 文・藤田正美

世界で猛威を振るう新型コロナウイルス。イタリア、スペ
イン、アメリカなどでは感染者の急増によって医療体制が追
いつかないという「医療崩壊」まで起きている。日本でも東
京などで毎日の感染者数が急増しており、いわゆるオーバー
シュート（感染爆発）が起きつつあるのかどうかを懸念する
声も急速に高まってきた。

3月 30日、小池百合子東京都知事は会見で、引き続き密
室・密集・密接の 3つの「密」を避けるよう都民に要請し、
さらに厚労省のクラスター対策班の分析に基づき、バーやク
ラブ、カラオケやライブハウスに行くことも自粛するよう求
めた。

さらに4月3日、クラスター対策班の西浦博北海道大学大
学院医学研究院教授は、衝撃的な見通しを発表した（グラフ
参照）。そのポイントは、新型コロナウイルスの基本再生産数
を 2.5（ドイツ並み）としてシミュレーションしたとき、流
行対策を何もしなければ赤線のように感染者は指数関数的に
伸び、制御不能になる。「自粛」を呼びかけることで、これま
で日本では20％ぐらいの「人と人の接触減少」があったが、
それでは伸びを数日遅らせることができる（緑の点線）だけ
で、やはり手に負えなくなる。しかしより強力な対策で、接
触を 80％減らすことができれば、あるところから感染者数
が激減し、後は「クラスター対策」を講じることで対処が可
能になるというものだ。

危ないところの二次感染を防ぐ
西浦教授は、新型コロナウイルスについてこう解説する。

「このウイルスは、SARSウイルスと似ていて、感染者1人あ
たりが生み出す二次感染者の数にはかなりバラつきがありま
す。ほとんどの人は他の人にウイルスを移さない。つまり二
次感染者を数えるとゼロになります。どこで伝播が起きて、
どこで起きなかったかをずっとクラスター対策班で見てい
て、空気の淀んだ閉鎖空間で伝播していることがすぐ分かっ
てきました。たとえば、屋形船のケース。窓が開いていれば
まだ安全だったのですが、寒かったために閉め切ってカラオ
ケパーティをやっていました」

「危ない特異的なところの二次感染を防ぐことができれば、
一次感染者 1人当たりの二次感染者の平均値を 1以下にす
る、つまり感染拡大を抑えることができます。それが理論的
にある程度分かりました。指数関数的にぐいぐい感染者が増
えるのは、本当に感染者が増えてからです。そうなるとイタ
リアを始めとするヨーロッパやアメリカのような状態になり
ます。この段階になると制御不能になります」

クラスター対策とは特異的に感染者が増えているところを
カットして、全体的な二次感染者の再生産数を1以下に抑え
ようという作戦だ。西浦教授は言う。「都市の封鎖は長期間で
きるというものではないですよね。経済をできるだけ止めず
に、スマートに閉鎖空間だけをカットしてなんとかやってい
こうということです」

対策を強化できれば制御可能に

※2020年4月6日掲載時点での記事です。1次情報は厚生労働省や首相官邸、地方自治体など公的機関からの情報をご確認ください。

持続可能な対策を目指して

新型コロナウイルス

厚生労働省クラスター対策班の西浦博教授に聞く

厚生労働省クラスター対策班 西浦博教授
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この対策で実際、中国からやってきた流行の第一波は止め
ることができたという。2月26日、安倍首相は「今後2週間
の大規模イベントの中止や延期」を要請。さらに 27日には
全国すべての小中高、特別支援学校を対象に3月2日から春
休みまで休校にするよう要請した。

効果を確認できた北海道
この国民への要請は実は専門家がアドバイスしたものでは

なかったと西浦教授は言う。しかし「大規模イベントの自粛
はかなり功を奏したのです。これは政治家の先生のヒットで
した」。実際、海外では大きなイベントをきっかけに大規模流
行が起こっている。韓国の宗教法人の集会やマレーシアのモ
スクを起点にした流行などがそれだ。

北海道の鈴木直道知事が「緊急事態宣言」を道民に向けて
発表したのは 2月 28日。このときも西浦教授は厚生労働省
を通じてアドバイスをした。ただ、この宣言自体は法的根拠
もなく、3週間にわたって外出自粛を要請しただけだった。
それでも「効果があったということがデータで確認できた」
（西浦教授）という。事実、北海道は感染者の爆発的な拡大を
食い止め、3月19日には「緊急事態宣言」を終了している。

いまも東京を除けば「国内発生」は減ってきている。それが
データで出てきているため、クラスター対策で行けるというの
がある程度分かってきたと西浦氏は言う。ポイントはあくまで
も持続可能なオプション、つまりは「自粛」という強権を伴わ
ない政策でどこまで流行を抑えられるかというところにある。

緊急事態宣言が発令されると
そうは言っても、感染を抑えきれないときはどうなるの

か。すでに政府は3月13日、新型インフルエンザ等対策特別
措置法の改正法を成立させている。この法律に基づいて首相
が「緊急事態宣言」を出すと、都道府県の知事に大きな権限
が与えられる。「現在の政策は要請レベルの自粛です。不要不
急のものは避けるようにお願いしているとはいえ、通勤も通
学も、買い物もできます。しかしロックダウン（都市封鎖）
となるとそうはいきません。例えば、公共交通機関を止める
という手段さえ検討しています」（西浦教授）。それはロック
ダウンを前に東京から人が脱出してしまうと周りの都市や離
れた都市に感染がひろがってしまうからだ。原発事故のとき

のような動きにならないよう、最悪の事態も想定しながら検
討している。

もう一つ問題がある。特措法が発動されて、ライブハウス
やフィットネスジムを閉める、大規模イベントは中止という
話になったときには、補償をどうするかということだ。特措
法の中には補償に関する条項はない。政府や自治体は、何ら
かの補償を別立てでやることになるだろうが、法律的には担
保されていない。だからこそ「一定の合意でできる範囲でど
こまでうまくやれるかが重要だ」と西浦教授は言う。

それでも、「自粛要請」でここまで行動が変容できる国は日本
だけだという。西浦氏がアドバイスをした北海道のケースでも、
知事はそれほどきつい言葉を使ってはいないのに、職場は休み
とか在宅勤務になり、大学も休みになった。札幌のすすき野に
しても客足が半分ぐらいに減った。そこまで閑散として伝播が
止まったのだが、それをもたらしたのは緩い要請だった。「ここ
まで我慢できる市民というのはすごい」と西浦教授は言う。

「第二次大戦以来の危機」
アメリカのトランプ大統領は「新型コロナウイルスとの戦
いはわれわれが経験したことのない戦争だ」と言った。通常
の戦争ならば、国のリーダーは国民を一致団結させなけれ
ばならない。そうしないと乗り切れない。ヨーロッパのリー
ダーたちは、第二次大戦以来の危機と呼んで、国民の団結を
呼びかけた。

厚生労働省に急ごしらえで設置されたクラスター対策班
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ただ団結すると言っても、どれくらい頑張ればいいのか。
国民にとってはその見通しが何より必要だ。それが分からな
ければ、自粛疲れになってくる。西浦教授は「5～6月にな
ればある程度の戦略の見通しはつくと思うが、流行は全体的
には1年」と語る。こうした見通しは、オリンピック・パラ
リンピックの中止が決まるまではなかなかオープンに語るこ
とができなかったが、中止が決まってやっと落ち着いた。

欧米とくにヨーロッパでは、新型コロナウイルスとの戦い
についてリーダーが国民に語りかけている。もちろん西浦教
授の立場から言えば、政治的にどうかということより、科学
的に正しい話が国民にうまく伝わって、行動が変わるという
のがいいと思っているという。どういうリスクがあるかを正
確に伝えた上で、どのように意思決定をするか。「リスク・イ
ンフォームド・ディシジョン」が必要だとも指摘する。「たと
えば東京の感染症専門のベッド数にしても、もう満杯になっ
た。そういうリスクを国民の皆さんに直視してもらって、現
状認識ができた上で合意を形成して決定できるという状態を
この流行をきっかけに作っておきたいと思っています」

リスク・コミュニケーション
合意形成は長期的計画だが、クラスター対策班の現状や問

題点を共有するためにリスクコミュニケーションの部隊も設
置した。下手に情報を出すとパニックにもなりかねない。情報
を出したときに国民がどう行動するかを想定し、どうやって
伝えるかを考えなければならない。これはかなり重要な話だ。

中でも、省外で医療倫理専門家が動きはじめており、難し
い問題であろうと思われるのがトリアージだ。欧米で感染爆
発が起こったとき、あるメディアに「医師たちが直面する過
酷な判断」という記事が掲載された。ゼロリスクを考えがち
な日本ではまだ今のところ全員が助かるという前提の下に、
重症化しやすい高齢者を優先するとされている。しかし欧米
では誰を助けるかの裏側で誰を助けないかという決断がなさ
れるというのだ。

西浦教授は言う。「今までの危機管理のコミュニケーショ
ンは、震災のときもそうだったように専門家任せでした。専
門家がベストと考えることに国民は静かについてきてもらっ
ていた。つまり国民が肌で感じるような近い距離でリスクコ

ミュニケーションが必要な場面は今までなかったのです。今
回は、おそらくそこまで踏み込まなくてはならないと思って
います」

国民にインパクトを与えるという意味では、安倍首相が言
い出した「全国の小中高を休校にする」というのは大きかっ
た。ただこれは西浦教授に言わせれば、「日本で実施した学校
閉鎖は科学的には明確に効果があったかどうかは判断ができ
ず、さらに、子どもの感染も少ない」という。インフルエン
ザの場合は、子どもの間で感染が広がり、それが高齢者に移
るという構造がある。だから学級閉鎖の意味があるが、この
コロナウイルスの場合は、子どもの間ではほとんど感染が起
こらない。

小中高の休校要請を打ち出したときには、すでに子どもの
伝播は少なそうだという知見は出ていたという。それでも学
校閉鎖が政策として打ち出されたのは、政府内に新型インフ
ルエンザのときの行動計画があるからだ。このマニュアルを
読んで政策を考えた際に、オプションの中に自然と入ってき
てしまったのだろうと西浦教授は説明する。

それでもいま、専門家会議の議論は健康的なほうに向かっ
ているという。科学的には分からないとはっきり言えば、そ
れなら捨ておこうというような議論ができている。そういう
意味では「比較的に対応準備が可能な状態で流行が起こった
と思っています。データ分析のエビデンスもそうとう重視し
ていただいてます。今までの流行とはだいぶん違います。国
民のリスクに対する認識も2009年のパンデミックとは数段
違っています」

これから最も気をつけなければいけないことは何か。一つ
は「輸入感染者」だ。「データを見ていると、国外から入っ
てきた感染者のうちまだ診断されていない人がきっかけで起
こったと思われる感染が増えています。いますごい数の人々
が帰国しています。単純な推定では、中国から帰ってきた人
の 20倍をという水準です。だから最初は首都圏か大阪で感
染が起こるリスクが高いですね」

3月 25日、外務省は全世界の地域に関して危険情報レベ
ルを2とし、不要不急の渡航を止めるよう勧告した。さらに

新型コロナウイルス

持続可能な対策を目指して
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「輸入感染者」が連日10人を超えて確認されていることなど
を踏まえ、3月31日には49カ国について危険情報レベルを
3に引き上げた。西浦教授に言わせれば遅すぎる決断だった
が、省庁をまたぐ政策は時間がかかるというのが現実だ。よ
く言われることだが、アメリカにはCDC（アメリカ疾病予防
管理センター）という強大な権限を持つ機関がある。そこで
科学的なエビデンスに基づいて政策を助言していく。今回は
何とか抑え込めても、感染症またいつかやってくる。それが
致命率の高い強力な感染症だったとき、今回のような対策で
果たして乗り切れるのだろうか。政策がどれだけ科学的に決
定され、その効果はどうだったのか検証すべき課題はあまり
にも大きい。
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